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政務活動費事業実績報告書 

 

 久留米市議会政務活動費の交付に関する条例第８条の規定に基づき、下記の

とおり報告します。 

記 

１ 事業の完了年月日    令和７年３月３１日（令和６年度分） 

２ 事業実績の概要 

  ・各種研修等への参加 

   5/31 第 16 回 日本自治創造学会研究大会（東京都） 

7/2  人口減少時代の地域公共交通特別講座（東京都） 

7/22 戦略的な質問手法を考える 戦略的一般質問のススメ（京都市） 

   10/9～10 第 19 回全国市議会議長会研究フォーラム（盛岡市） 

   10/25 議員活動の基本 質問の作り方と政策実現に向けて（東京都） 

11/12～13 人口減少時代の役所を動かす質問のしかた（松山市） 

1/15 財政問題の質問の仕方（東京都） 

2/3～4 人口減少時代の自治体財政（京都市） 

3/27  公共施設特別講座（資料・動画データによる研修） 

3/28 公共施設特別講座（東京都） 

3/29 自治体観光戦略（東京都） 

  ・国内行政視察 

   5/7 宮崎県日南市 

   8/1 福岡県小郡市  

  ・調査研究費 交通費 

  ・資料購入費 書籍購入 

  ・事務費 端末通信費用（タブレット）、プリンター購入費、振込手数料 













研 修 報 告 書 

令和７年 ３月２６日 

 

会 派 名  久留米たすき議員団 

代 表 者  松 岡 保 治 様 

 

会 派 名  久留米たすき議員団  

報 告 者   山﨑 ケブン     

 

政務活動のため研修会に参加したので、その概要を報告いたします。 

期 日 令和６年１０月９日〜１０日 

開 催 地 岩手県盛岡市 トーサイクラシックホール岩手 

参加議員名 
大熊博文、甲斐田義弘、石井俊一、松岡保治、そうだ耕一郎、中村博俊、 

山﨑ケブン 

研 修 項 目 主権者教育の新たな展開 

当該研修への

参加動機・目的 

近代の主権者教育を知り、改めて地方議会が抱える課題に向き合うため

のために参加を決定。 

説 明 者 

神戸市会議長：坊恭寿氏、井柳美紀氏、土山希美枝氏、他 

説 明 内 容 

18歳からの投票権が与えられた現在、主権者教育の重要性が高まって

いる。投票率の低下を食い止めるためには、若者に対して地方議会の

役割を理解させ、選挙が自分たちの生活にどのように影響するかを知

ってもらうことが不可欠。学校の中立性についても触れ、教師が政治

的な立場を持つことには躊躇することがあると述べられました。選挙

活動や政権批判を学校の中で行うことは難しく、教師にその責任を任

せるのは適切ではないと考えているようです。又、春の統一地方選挙

では、タイミングが悪いのではないかとの発言もパネリストからあり

ました。 

主権者教育の事例を挙げ、学校児童に地域で行われている活動を話し

合うことが重要であるとのこと。特に、「何が正しいか分からないか

ら投票できない」という学生の声や、「自分の考えに自信が持てな

い」という意見には理解を示すことが大切。ただし、議員自身が学校



に出向いて教えるのは適切でないとの意見が出ました。 

また、議員が地域の問題に対して実際に取り組み、その成果を学生た

ちに示すことが大切だと強調されました。例えば、自転車の駐輪場の

不足について学生が議員に伝え、解決した事例を挙げました。これに

より、地域問題が解決される過程を学生たちが目の当たりにすること

ができ、地方議会の役割をリアルに知ることができる。その他に学生

が議員と直接会うだけでも良い効果があるだろうと述べられた。 

将来の投票者となる若者に何ができるかという視点で、教育の場での

取り組みが欠かせないと強調。議員として、地域の問題を解決するた

めに実際に行動し、その過程を学生たちに示すことで、より多くの人

が政治に関心を持ち、積極的に投票に参加するようになることを期待

しています。 

研修の成果 

今回のフォーラムに参加することによって様々な立場や角度から主権

者教育を知ることができた。久留米市でも主権者教育をどのようにし

ていくかの議論が必要であろう。 

今回の内容でも出た「教師が行うのは適切でない」との考えには同意

ができる。現に教育現場では現実の政治を扱うならば政党等の全てに

公平に行うように指示が出ている。これは政治を扱うことを禁じては

いないがとても実践は難しいだろう。結果として多くの教師は政治を

扱わない。ならば誰が教育に適任かこれからも考えていくべきかと考

える。 

途中で紹介された若者へのアンケートでは「社会の役に立ちたい」と

考えている日本の若者は他国の若者に比べて少ないことが印象的であ

った。 

また、日本においてはディベート不足であることは否めない。 

これらにおいても主権者教育だけではなく対応策が必要だと考える。 

今回のフォーラムにて得た知識を今後とも会派一同議員活動に役立て

たいと思う。 

 

 


































